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１．１６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                              （注）百万円未満は切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年9月中間期   30,773 13.0 958 37.3   986 45.0 

15年9月中間期 27,234 △   4.7 698 18.7 680 23.3 

16年3月期 57,118    1,529  1,386 
 
          中間(当期)純利益 

1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円   銭 円  銭

16年9月中間期    509 98.0 6    41  6    38  

15年9月中間期    257 42.0 3    25  3    24  

16年3月期     641 7       70  7    68  

（注）①持分法投資損益    16年9月中間期    2百万円 15年9月中間期     2百万円  16年3月期     2百万円 

②期中平均株式数（連結）16年9月中間期 79,397,604株 15年9月中間期 79,118,789株 16年3月期 79,113,875株 

③会計処理の方法の変更     無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円  銭

16年9月中間期 55,860       24,798      44.4       260      19    

15年9月中間期 47,141       19,777      42.0       249      99    

16年3月期 51,260    20,663   40.3    260      82  

（注） 期末発行済株式数（連結）16年9月中間期 95,307,697株 15年9月中間期 79,114,222株 16年3月期 79,105,078株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年9月中間期 30       △ 1,175      3,191       7,109      

15年9月中間期 89       △  898      △ 1,455       1,198      

16年3月期 1,323    △ 1,037   1,313    5,062   
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ２社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） －社  （除外） －社    持分法（新規） －社   （除外） －社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

   売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

                 百万円                 百万円                  百万円

 通      期 62,000 1,900   850 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    8 円 92 銭 

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果とな

る可能性があります。 
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 企 業 集 団 の 状 況  

 当社の企業集団は、当社、連結子会社２社、非連結子会社２社および関連会社１社で構成されています。当社グループが

営んでいる主な事業内容と、グループを構成する各会社の位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は、次のとお

りです。 
 
（基礎化学品） 
  主な製品として、かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、か

せいカリ、水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン等の製造・販売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、連結子会社であるダイソーケミカル㈱をとおして販売するとともに、当社の原料の一部を

同社より購入しています。ダイソーケミカル㈱は、塗料原料、接着剤原料等の販売を行っています。また、持分法適用関

連会社である岡山化成㈱は、かせいソーダ、液化塩素、次亜塩素酸ソーダ、水素ガスを製造しており、当社は製品および

原料の一部を同社より購入しています。 
 

（機能化学品） 
  主な製品として、エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体クロマト

グラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエーテル類、レンズ材料等の製造・販

売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、製品の一部をダイソーケミカル㈱、連結子会社であるダイソーエンジニアリング㈱をとお

して販売しています。また、ダイソーケミカル㈱は、感光性樹脂等の販売を行っています。 
 

（住宅設備ほか） 
  主な製品として、ダップ加工材、住宅関連製品等の製造・購入・販売を行っています。 
  ダイソーエンジニアリング㈱は、各種化学プラント、環境保全設備等の建設業務を行うほか、当社設備の建設および保

全を行っています。また、当社は同社の資材購入事務を代行しています。また、非連結子会社㈱であるジェイ・エム・ア

ールは、廃蛍光管の処理およびリサイクル事業を行っています。 

 
  事業の系統図は、次のとおりです。 

 
当               社 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 

製       原    製   原    製   原             

品       料     品   料    品   料             

ダ イ ソ ー ケ ミ カ ル ㈱

連 結 子 会 社
 岡 山 化 成 ㈱ 

持 分 法 適 用 

関 連 会 社 

 

  

 

  

 

                   設備の建設・保全 

                                                         

ダ イ ソ ー エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱

連 結 子 会 社

 ㈱ジェイ・エム・アール

非 連 結 子 会 社
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 経  営  方  針  
 

１．経営の基本方針 
わが国の化学産業は、欧米およびアジア諸国の化学会社の積極的な事業活動により厳しい国際競争にさらされ、事業の再

構築や絞り込み等、生き残りをかけた変革を迫られています。 

このような状況下で当社グループは、 

（１）化学を中心とする事業を通じてより豊かな社会の実現に貢献します 

（２）世界に信頼される技術と製品を創造します 

（３）情熱と誠意をもって行動します 

の企業理念に基づき、２１世紀において存在感のある化学会社として確固たる基盤を築くため、基幹事業の一層の強化を図

るとともに、新規事業へ積極的に経営資源を投入し高付加価値型化学会社への転換を目指しております。 

また、安全と環境問題につきましては、レスポンシブル・ケア活動を中心に、製品の品質と安全の確保に万全を期すとと

もに、省資源、省エネルギー活動にも積極的に取り組み、地球環境と調和した企業の発展を図ってまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主のみなさまに対する利益配分を重要な責務と考えており、配当につきましては、各期の業績と今後

の事業展開に備えるための内部留保を勘案し決定することを基本としております。また、安定性についても重要であると考

えております。 

なお、中間配当につきましては、今後の情勢などを勘案し、一株につき、２円５０銭とさせていただきました。 

 

３．目標とする経営指標 

  当社グループが中期的に目標とする経営指標は、事業活動の成果を示す「経常利益３０億円」と「ＲＯＡ（総資産経常利

益率）６％」で、この達成に向け、当社グループ全体の収益力を強化するべく取り組んでおります。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、平成１５年度より３か年の中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」をスタートいたしました。 

 新たな企業価値創造への挑戦として、今回策定した中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」では、より一層「選択と集中」

を徹底させ、収益体質を強化し、グループとして「経常利益30億円体制の確立」を目指しております。 

 具体的には、「事業部別ＲＯＡ管理」による効率経営の推進、「キャッシュ・フロー重視」による有利子負債の圧縮、「プ

ロジェクトチーム編成」による経営課題の早期解決等の施策により、「２１世紀の勝ち組企業」を目指し、ひいては「企業

格付けの向上」と「株主価値の増大」を図ってまいります。 

 

５．コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、経営の透明性やコーポレートガバナンスが有効に機能することが求められるなか、経営環境に機敏に対応できる

組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築維持することを重要施策としております。 
取締役会は取締役12名で構成しており、原則として毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗についても
議論し対策等を検討しております。 
 なお、取締役会の決定した基本方針に基づき意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図ることを目的として、役付取締役

を中心とした経営会議を原則として週１回開催し、重要な業務執行への対応をおこなっております。 
当社は、監査役制度を採用しております。現在の監査役は4名（うち社外監査役2名）であり、取締役会にはすべて出席す
るとともに社内の重要な会議にも積極的に参加し、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。社外監査

役と当社との取引等の利害関係はありません。 
 公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。期末に偏ることなく、期中に満遍なく監査が実施され、コンピュ

ーターデータも提供しており、正確で監査しやすい環境を整備しております。 
顧問弁護士は、森・濱田松本綜合法律事務所、中央総合法律事務所、高木茂太市法律事務所、露木脩二法律事務所に依頼

しております。 
 これらにより、十分なコーポレートガバナンスが確保されていると認識いたしております。 
 

  

 

 

 



 
NO.４ 

 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 
当中間期のわが国経済は、米国や中国を中心とする世界経済が回復するなかで、輸出や設備投資などの需要の増加がみ

られ、所得・雇用面にも徐々に波及を強めてきており、景気回復の動きがより着実なものとなってきております。 
化学業界におきましては、中国市場を始めとするアジア地域の需給環境改善などにより輸出は増加し、一部に明るさが

みられましたものの、国内では原料ナフサ価格の高騰が続くなど、厳しい事業環境のまま推移いたしました。 
このような情勢のもとで、当社グループは、今年度は中期経営計画『ＮＥＸＴＡＧＥ－０５』の２年目を迎え、昨年は、

「選択と集中」をテーマに採算性の改善を重点に各種施策を推進してまいりましたが、今年度は、さらなる飛躍を目指し

「選択と拡大」をテーマに取り組んでおります。 
この中期経営計画の施策の一環として、既存事業の基盤強化を一層強固なものにするため、本年６月に組織改正を行い、

生産技術本部の体制を強化するとともに、東京支社も効率的な運営を図るため、本年８月に港区から中央区に移転しまし

た。さらに、海外展開の拡充のため、本年８月に子会社のダイソーケミカル（株）は上海事務所を開設いたしました。こ

れにより、中国市場における当社グループの取り扱い製品の情報活用を強化するとともに、市場に対してより一層の高品

質なサービスを提供してまいります。 
一方、販売面では、基礎化学品は、エピクロルヒドリンが原料プロピレンの高騰を受けて価格の改定を実施するととも

に、クロール・アルカリ事業も、生産、組織、営業面からのコストダウン推進と価格の改定により、収益性の改善につと

めてまいりました。 
また、機能化学品では、エピクロルヒドリンゴム、光学活性体を含む医薬中間体、液体クロマトグラフィー用シリカゲ

ル、酸化イリジウム電極、省エネタイヤ用改質剤などの高付加価値製品について、営業体制を強化し、新市場の開拓や新

規用途の拡大など積極的拡販に取り組んでまいりました。 
高収益体質への転換を目指し、事業構造の改革を遂行してまいりました結果、当中間期の連結売上高は、３０７億７千

３百万円と前年同期比１３．０％の増加となりました。 
連結経常利益も、９億８千６百万円と前年同期比４５．０％増加するとともに、連結中間純利益につきましても、５億

９百万円と前年同期比９８．０％の増加となりました。 
資金面では、引き続いて財務体質の強化に積極的に取り組み、自己資本の充実強化を図るため、本年９月に第三者割当

による新株式４３億３千６百万円を発行いたしました。 
 
事業の種類別セグメントの営業状況は、次のとおりです。 
（基礎化学品） 
かせいソーダは、国内および海外とも景気の回復に伴い販売数量が増加するとともに、販売価格も堅調に推移しました

ので、売上高は増加いたしました。 
一方、塩化物につきましては、液化塩素および次亜塩素酸ソーダの販売数量は減少しましたが、塩酸は需給のタイト化

に伴い販売数量が増加するとともに、価格面でも値上げを実施しましたので、売上高は増加いたしました。 
エピクロルヒドリンは、昨年７月に昭和電工株式会社からの営業権譲り受けにより、また、国内需要の主力先であるエ

ポキシ樹脂用途向けが景気の回復とともに順調に増加しましたので、販売数量が大幅に増加いたしました。また、価格面

でも、原料プロピレンの高騰に伴い、値上げを実施しましたので、売上高は大幅に増加いたしました。 
以上の結果、基礎化学品の売上高は、１4７億5千８百万円と前年同期比１０．３％の増加となりました。 

 

（機能化学品） 

エピクロルヒドリンゴムは、国内では、自動車用途がアジア向け部品の輸出の増加により好調に推移するとともに、事

務機用途向けも順調で、販売数量は増加しました。輸出でも、アジア向けが好調を継続し、欧米向けもトラック向けを中

心に販売数量が増加しました。価格面では、原材料単価の高騰により、値上げを実施いたしました。 

塩素化ポリエチレンは、国内では販売数量が増加しましたが、競争の激化により販売価格が低下しましたので、売上高

は微増にとどまりました。輸出では、海外品との競合が激しく、売上高は減少いたしました。 

省エネタイヤ用改質剤は、販売数量は増加しましたが、競合が激しく価格面では、軟調に推移いたしました。 

ダップ樹脂は、国内のインキ用途および成形材料用途向けが好調に推移し、また輸出につきましても堅調に推移しまし

たので、販売数量は増加いたしました。 

液体クロマトグラフィー用シリカゲルは、医薬品の精製用向けの需要が堅調に推移し、売上高は前年同期並みとなりま

した。 

光学活性体は、上市済みおよび開発中の医薬中間体の販売が順調に推移しましたが、当中間期は海外の大口需要家への

販売が減少しましたので、売上高は減少いたしました。 

酸化イリジウム電極は、亜鉛めっき向けの需要が好調に推移するとともに、大口新規需要先への販売もあり、売上高は

大幅に増加いたしました。 

アリルエーテル類は、シランカップリング剤用途やポリエステル塗料用途向けが輸出を中心に増加しましたので、売上



 
NO.５ 

高は増加いたしました。 

以上の結果、機能化学品の売上高は、１０５億５千５百万円と前年同期比９．２％の増加となりました。 

 

（住宅設備ほか） 

化粧板等のダップ加工材は、住宅ローンの税制優遇策の延長により、昨年より本格生産を開始しました無機質基板によ

る不燃ダップ化粧板の需要が好調に推移しましたので、売上高は増加いたしました。 

一方、住宅関連製品も、個人消費の回復に伴う需要の増加により、売上高は増加いたしました。 

エンジニアリング部門におきましても、国内設備投資が活発化し、化学プラントにも好転の兆しがみられるとともに、

営業活動を強化し新規需要の開拓を積極的に行いましたので、売上高は増加いたしました。 
以上の結果、住宅設備ほかの売上高は、５４億６千万円と前年同期比３０．２％の増加となりました。 

 
 
（２）通期の業績見通し 
今後の見通しにつきましては、海外経済の成長を背景に、輸出や生産は堅調に推移するものと見込まれますものの、原

油価格の高騰が続くことや、為替レートの動向、長期金利の上昇などの懸念材料もあり、当社グループを取り巻く事業環

境は、不透明感が強く、依然として厳しい状況が続くものと考えられます。 
このような情勢のもとで、当社グループは、中期経営計画達成のために、機能化学品では、ダップ樹脂、酸化イリジウ

ム電極など設備投資の増強による事業の積極的拡大強化と基礎化学品では、新たなコストダウン施策をさらに追求し、事

業の再構築を図るとともに、新製品の早期開発と海外を含めた新市場の開拓に注力してまいります。また、引き続き資産

効率向上による財務体質の改善を実施し、時代の変化に対応できる企業カルチャーの創造に取り組んでまいります。 
さらに、今後とも経営のスピードを上げることにより、新規事業やＭ＆Ａに積極的に取り組み、事業構造の最適化と経

営基盤の拡充につとめ、事業の「選択と拡大」により収益力と存在感のある化学企業グループを目指してまいる所存であります。   
 

なお、通期では、売上高６２０億円、経常利益１９億円、当期純利益は８億５千万円を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間

純利益９億４千５百万円、減価償却費１０億８百万円、仕入債務１０億５千８百万円の増加等により収入額が増加したも

のの、売上債権２２億８千８百万円、たな卸資産４億２千９百万円等の増加により収入額が減少したので、３千万円の収

入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、１１億７千５百万円の支出とな

りました。財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行により３１億９千１百万円の収入となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、７１億９百万円となり、前期末より２０億４千６百万円増加い

たしました。 

 

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 平成15年3月期 平成15年9月期 平成16年3月期 平成16年9月期 

自己資本比率(%) 40.0 42.0 40.3 44.4 

時価ベースの自己資本比率(%) 32.7 44.0 45.6 54.6 

債務償還年数（年） 4.9 － 10.7 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 12.3 1.0 8.8 0.5 

 
＊自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利

払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



 
NO.６ 

 中  間  連  結  貸  借  対  照  表   

                                                   

当  中  間  期

(平成16年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成15年9月30日現在)

前       期 

(平成16年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ３３，０３２ 59.1 ２３，７０３ 50.3 ９，３２９ ２７，８４８ 54.3

現 金 及 び 預 金 ４，２１０  １，０９４  ３，１１６ ２，０６２

受取手形及び売掛金 １８，９４４  １６，１８７  ２，７５７ １６，６５６

有  価  証  券 ３，２０９  １０３  ３，１０６ ２，９９９

た な  卸  資  産 ５，４７０  ５，４４９  ２１ ５，０４０

繰 延 税 金 資 産 ５８２  ５２６  ５６ ４８０

そ    の    他 ６２１  ３４８  ２７３ ６１１

貸 倒  引  当  金 △   ５  △   ６      １ △   ２

固  定  資  産 ２２，８２７ 40.9 ２３，４３７ 49.7 △  ６１０ ２３，４１２ 45.7

(有形固定資産) １３，８７９ 24.8 １４，７３３ 31.2 △  ８５３ １４，０７１ 27.5

  建 物 及 び 構 築 物 ４，０３６  ４，１２４  △   ８８ ４，１２４

  機械装置及び運搬具 ６，８２５  ７，７５６  △  ９３１ ７，２２１

  そ    の    他 ３，０１８  ２，８５１  １６７ ２，７２４

(無形固定資産) ７０３ 1.3 ７８６ 1.7 △   ８３ ７３６ 1.4

 連 結 調 整 勘 定 ４０８ ４３１ △   ２３ ４１９

   そ の 他 ２９５  ３５４  △   ５９ ３１７

(投資その他の資産) ８，２４４ 14.8 ７，９１８ 16.8 ３２６ ８，６０４ 16.8

  投 資 有 価 証 券 ７，０３５  ６，６８０  ３５５ ７，４２８

  繰 延 税 金 資 産 ６５  ７０  △    ５ ６９

  そ    の    他 １，１７４  １，１８２  △    ８ １，１０７

  貸  倒  引  当  金 △  ３０  △  １４  △   １６ △    １

資   産   合   計 ５５，８６０ 100.0 ４７，１４１ 100.0 ８，７１９ ５１，２６０ 100.0



 
NO.７ 

 

当  中  間  期

(平成16年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成15年9月30日現在)

前       期 

(平成16年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  負  債 １８，２１７ 32.6 １８，８７０ 40.0 △  ６５３ １７，０８８ 33.3

支払手形及び買掛金 １１，１２５  ９，７９９  １，３２６ １０，０６７

短 期  借  入  金 １，１９０  ３，２３０  △２，０４０ １，９３０

一年以内返済 予 定の 

長 期 借 入 金 
１，８９４  ２，１４０  △  ２４６ １，６６６

未 払 法 人 税 等 ５６２  ３３４  ２２８ ３６１

そ    の    他 ３，４４４  ３，３６５  ７９ ３，０６２

固  定  負  債 １２，８４４ 23.0 ８，４９３ 18.0 ４，３５１ １３，５０８ 26.4

社       債 １，０００  １，０００  － １，０００

新株予約権付社債 ４，９５９  －  ４，９５９ ５，０００

長 期  借  入  金 ３，４８４ ４，１６９ △  ６８５ ３，８５６

繰 延 税 金 負 債 １６７  １５８  ９ ５０４

退 職 給 付 引 当 金 ２，５６４  ２，５０１  ６３ ２，４２３

役員退職慰労引当金 ５１１  ５０３  ８ ５６７

そ    の    他 １５６ １６０ △    ４ １５６

負  債  合  計 ３１，０６１ 55.6 ２７，３６３ 58.0 ３，６９８ ３０，５９７ 59.7

少数株主持分 － － － － － － －

資    本    金 ８，５１９ 15.3 ６，２８２ 13.3 ２，２３６ ６，２８２ 12.2

資 本 剰 余 金 ７，０３４ 12.6 ４，７９８ 10.2 ２，２３５ ４，７９８ 9.4

利 益 剰 余 金 ７，３７７ 13.2 ６，８３２ 14.5 ５４５ ７，２１６ 14.1

その他有価証券評価差額金 １，９８２ 3.5 １，９７２ 4.2 １０ ２，４７６ 4.8

自  己  株  式 △  １１４ △0.2 △  １０７ △0.2 △    ７ △  １１０ △0.2

資  本  合  計 ２４，７９８ 44.4 １９，７７７ 42.0 ５，０２１ ２０，６６３ 40.3

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
５５，８６０ 100.0 ４７，１４１ 100.0 ８，７１９ ５１，２６０ 100.0

                       （当 中 間 期）    （前  中  間  期）    （前     期） 
（注）１．受取手形割引高              －百万円       ５１９百万円        －百万円 
   ２．有形固定資産減価償却累計額   ４２，２０９百万円   ４３，２１１百万円   ４２，２１１百万円 
   ３．担保に供している資産      ３，２８０百万円      ４，２２６百万円      ３，４９２百万円 



 
NO.８ 

 中  間  連  結  損  益  計  算  書  

 

当  中  間  期

平成16年4月 1日から 

平成16年9月30日まで 

前  中  間  期

平成15年4月 1日から 

平成15年9月30日まで 

前       期 

平成15年4月 1日から 

平成16年3月31日まで 

 

科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比

 

増 減 

金   額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売 上 高 ３０，７７３ 100.0 ２７，２３４ 100.0 ３，５３９ ５７，１１８ 100.0

売 上 原 価 ２５，５９８ 83.2 ２２，３８７ 82.2 ３，２１１ ４７，３１６ 82.8

売 上 総 利 益 ５，１７５ 16.8 ４，８４７ 17.8 ３２８ ９，８０１ 17.2

販売費及び一般管理費 ４，２１６ 13.7 ４，１４８ 15.2 ６８ ８，２７２ 14.5

営 業 利 益 ９５８ 3.1 ６９８ 2.6 ２６０ １，５２９ 2.7

営 業 外 収 益 １６４ 0.5 １４９ 0.5 １５ ２９３ 0.5

(受取利息・配当金) (   ５９)  (   ４７)  (   １２) (   ８１)  
( 雑 収 入 )  (  １０５)  (  １０１)  (    ４) (  ２１１)  
営 業 外 費 用 １３６ 0.4 １６６ 0.6 △   ３０ ４３６ 0.8

(支  払  利  息) (   ５８)  (   ８０)  (△  ２２) (  １４８)  
( 雑 支 出 )  (   ７７)  (   ８６)  (△   ９) (  ２８７)  

経 常 利 益 ９８６ 3.2 ６８０ 2.5 ３０６ １，３８６ 2.4

特 別 利 益 ２４４ 0.8 ０ 0.0   ２４４ ５３２ 0.9

( 固 定資産売却益 ) (    －)  (    ０)  (△    ０) (  １４０)  
(投資有価証券売却益) (  ２４４)  (    －)  (   ２４４) (  ３８３)  
(貸倒引当金戻入益) (    －)  (    －)  (     －) (    ９)  
特   別   損   失 ２８６ 0.9 １２８ 0.5 １５８ ５８３ 1.0

( 固 定資産除却損 ) (  ２８６)  (  １０４)  (   １８２) (  ４５７)  
(投資有価証券評価損) (    －)  (   ２３)  (△   ２３) (    －)  
( そ の 他 ) (    －)  (    －)  (      －) (  １２５)  

税金等調整前中間(当期)純利益 ９４５ 3.1 ５５２ 2.0 ３９３ １，３３５ 2.3

法人税、住民税及び事業税 ５２７ 1.7 ３１３ 1.1 ２１４ ６１３ 1.1

法 人 税 等 調 整 額 △  ９０ △0.3 △  １７ △0.0 △   ７３ ８１ 0.1

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ５０９ 1.7 ２５７ 0.9 ２５２ ６４１ 1.1



 
NO.９ 

 中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書  

（単位:百万円） 

科      目 

当  中  間  期 

平成16年4月 1日から

平成16年9月30日まで

前  中  間  期 

平成15年4月 1日から

平成15年9月30日まで

増 減 

前           期

平成15年4月 1日から

平成16年3月31日まで

資 本 剰 余 金 の 部  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ４，７９８ ４，７９８ － ４，７９８

資 本 剰 余 金 増 加 高 ２，２３５ － ２，２３５ －

資 本 剰 余 金 減 少 高 － － － －

資本剰余金中間期末(期末)残高 ７，０３４ ４，７９８ ２，２３５ ４，７９８

利 益 剰 余 金 の 部  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ７，２１６ ６，９２３ ２９３ ６，９２３

利 益 剰 余 金 増 加 高 ５０９ ２５７ ２５２ ６４１

中間 ( 当期 ) 純利益 ５０９ ２５７ ２５２ ６４１

利 益 剰 余 金 減 少 高 ３４８ ３４８ △   ０ ３４８

配     当     金 ３１６ ３１６ △   ０ ３１６

役 員 賞 与 金 ３２ ３２ － ３２

利益剰余金中間期末(期末)残高 ７，３７７ ６，８３２ ５４５ ７，２１６

  



 
NO.10 

 中間連結キャッシュ・フロ－計算書  
（単位:百万円） 

 
( 

当 中 間 期 

平成16年4月 1日から 

平成16年9月30日まで ) (
前 中 間 期 

平成15年4月 1日から 

平成15年9月30日まで ) ( 
前          期 

平成15年4月 1日から 

平成16年3月31日まで )
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロ－       

  税金等調整前中間(当期)純利益  ９４５ ５５２   １，３３５

  減価償却費  １，００８ １，１０２   ２，１７８

  貸倒引当金の増減額  ３２ △     ３   △     ２０

  未払賞与の増減額  ７ ２９   ４０

  退職給付引当金の増減額  １４１ △    ９７   △   １７４

  役員退職慰労引当金の増減額  △    ５５ ５   ６８

  受取利息及び受取配当金  △    ５９ △    ４７   △    ８１

  支払利息  ５８ ８０   １４８

連結調整勘定償却  １１ １１   ２３

持分法による投資利益  △     ２ △     ２   △     ２

  有価証券・投資有価証券売却益  △   ２４４ －   △   ３８３

  有価証券・投資有価証券評価損  － ２３   －

  有形固定資産売却益  － △     ０   △   １４０

  固定資産除却損  ８９ ３９   ２８５

  社債発行費  － －   １４０

  新株発行費  ３２ －   －

  売上債権の増減額  △ ２，２８８ △   ７８７   △ １，２５６

  たな卸資産の増減額  △   ４２９ △   ４４１   △    ３２

  その他資産の増減額  △    ３１ １０５   △   １２４

  仕入債務の増減額  １，０５８ △   １８７   ８１

  未払消費税等の増減額  △    ２０ △    ４９   △    ２５

  役員賞与の支払額  △    ３２ △    ３２   △    ３２

  その他負債の増減額  １４０ ７６   △    ９５

  その他  － －   ４４

     小  計  ３６１ ３８０   １，９７８

  利息及び配当金の受取額  ５９ ４７   ８１

  利息の支払額  △    ６２ △    ８５   △   １５０

  訴訟和解金等の支払額  － －   △    ６０

  法人税等の支払額  △   ３２７ △   ２５２   △   ５２５

営業活動によるキャッシュ・フロー  ３０ ８９   １，３２３

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロ－      

  定期預金の預入による支出  △   ３００ －   －

  定期預金の払戻による収入  － ２１   ２１

  有形固定資産の取得による支出  △   ６１２ △   ７３３   △ １，４８９

  有形固定資産の売却による収入  － ０   １４０

  無形固定資産の取得による支出  △    １６ △   ２２０   △   ２２１

  無形固定資産の売却による収入  － ０   ０

  投資有価証券の取得による支出  △   ５３７ △    １４   △   １６７

  投資有価証券の売却による収入  ３２９ １   ５６８

  その他の取得による支出  △    ４１ △     ３   △    １０

  その他の売却による収入  ４ ３３   ８８

  貸付けによる支出  △    １５ △     ０   △     ９

  貸付金の回収による収入      １３ １７   ４３

  投資活動によるキャッシュ・フロ－  △ １，１７５ △   ８９８   △ １，０３７

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロ－       

  短期借入れによる収入  １，１９０ ３，７３０   ６，１７０

  短期借入金の返済による支出  △ １，９３０ △ ３，５３０   △ ７，２７０

  長期借入れによる収入  ６５０ －   ７００

  長期借入金の返済による支出  △   ７９４ △ １，３３７   △ ２，８２３

  社債の発行による収入  － －   ４，８５９

  株式の発行による収入  ４，３９８ －   －

  自己株式の取得による支出  △     ４ △     １   △      ４

  配当金の支払額  △   ３１８ △   ３１６   △   ３１７

財務活動によるキャッシュ・フロ－  ３，１９１ △ １，４５５   １，３１３

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額  ２，０４６ △ ２，２６４   １，５９９

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高  ５，０６２ ３，４６３   ３，４６３

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  ７，１０９   １，１９８   ５，０６２  
（注）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（当  中  間  期）       （前  中  間  期）     （前     期） 
現金及び預金勘定            ４，２１０百万円       １，０９４百万円     ２，０６２百万円 
有価証券勘定              ３，２０９百万円         １０３百万円     ２，９９９百万円 

現金及び計金勘定            ７，４１９百万円       １，１９８百万円     ５，０６２百万円                      
預入期間が３ケ月を越える定期預金     △３００百万円        －百万円         －百万円 

価値変動リスクのある有価証券        △１０百万円        －百万円         －百万円 

現金及び現金同等物           ７，１０９百万円       １，１９８百万円     ５，０６２百万円 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
１．連結の範囲 

連結子会社  ２社  ダイソーケミカル株式会社、ダイソーエンジニアリング株式会社 

非連結子会社 ２社  ダイソー加工材株式会社、株式会社ジェイ・エム・アール 

非連結子会社２社の総資産、売上高・中間純損益および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも僅少であり、中

間連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていません。 

 

 ２．持分法の適用 

関連会社     １社     岡山化成株式会社 

非連結子会社２社に対する投資については、持分法を適用していません。上記の持分法非適用の非連結子会社の中間純

損益および利益剰余金（持分に見合う額）等の合計額は、いずれも僅少であり、中間連結財務諸表に重要な影響をおよ

ぼしていません。 

   

 ３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一です。 

 

 ４．会計処理基準 

 （１）有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的債券・・償却原価法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないものは、移動平均法による

原価法  

 

 （２）たな卸資産の評価基準および評価方法 

親会社は主に総平均法による低価法 

子会社は主に先入先出法による原価法 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・親会社は、機械装置のうち無機関係設備及び一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設備

及び研究開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法によっています。子会

社は、主として定額法によっています。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなって

います。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

 

   無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

 （４）引当金の計上基準 

     貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、財務内容評価法により、回収不能見込額を計上しています。 

   退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しています。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しています。 
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（５）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役会の承認のもとに実行しています。 

ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しています。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ

月以内に満期日または償還日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資等です。  

 

 

（追加情報） 

  

法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書上の表示方法 

   実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたことに伴い、当中間期から同実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割30百万円を販売費及び一般管理費として処理しています。 
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 セ  グ  メ  ン  ト  情  報  

１．事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
14,758 10,555 5,460 30,773 － 30,773

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 6 394 400 （  400） －

         計 14,758 10,561 5,854 31,174 （  400） 30,773

   営  業  費  用 14,647 9,515 5,753 29,916 （  100） 29,815

   営  業  利 益 110 1,046 100 1,257 （  299） 958

 

前中間期（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
13,376 9,663 4,194 27,234 － 27,234

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 4 396 401 （ 401） －

         計 13,377 9,667 4,591 27,636 （ 401） 27,234

   営  業  費  用 13,537 8,593 4,500 26,631 （   94） 26,536

   営業利益又は営業損失（△） △      160 1,074 91 1,005 （  306） 698

 
前期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）                         （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
   売   上   高      
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
27,517 19,854 9,746 57,118 － 57,118

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 10 898 910    （  910） －

         計 27,518 19,865 10,645 58,029 （  910） 57,118

   営  業  費  用 27,609 17,897 10,445 55,952 （  363） 55,589

   営業利益又は営業損失（△） △   90 1,968 199 2,076 （  547） 1,529
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（注）１．事業区分は、当社グループの事業活動分野別とし、製品の汎用性および市場の類似性等を考慮し、区分していま

す。 
２．各事業の主な製品 

    （１）基礎化学品：かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソー

ダ、かせいカリ、水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン、塗

料原料、接着剤原料等 
    （２）機能化学品：エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体ク

ロマトグラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエー

テル類、レンズ材料、感光性樹脂等 
    （３）住宅設備ほか：ダップ加工材、住宅関連製品、化学薬品の輸送・貯蔵、化学プラント・環境保全設備建設 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間期が２７２百万円であり、その

主なものは、基礎研究開発等および管理部門の一部に係る費用で、前中間期が２７９百万円、前期が４９８百万

円です。 

 
 

２．所在地別セグメント情報 
 在外連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高                                        （単位：百万円） 

 当 中 間 期 

自平成16年4月 1日 

至平成16年9月30日 

前 中 間 期 

自平成15年4月 1日 

至平成15年9月30日 

前     期 

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 

 欧州 アジア その他 計 欧州 アジア その他 計 欧州 アジア その他 計 

１.海外売上高 1,283 2,456 683 4,423 1,330 1,678 1,009 4,018 2,270 3,727 1,988 7,986

２.連結売上高  30,773  27,234 57,118

３.連結売上高に

占める海外売上

高の割合 
4.2％ 8.0％ 2.2％ 14.4％ 4.9％ 6.2％ 3.7％ 14.8％ 4.0 ％ 6.5％ 3.5％ 14.0 ％

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
     （１）欧州    ドイツ、フランス、イギリス、スペイン 
     （２）アジア   中国、台湾 

     （３）その他   アメリカ、カナダ 
   ３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
 

 

 

 リ  ー  ス  取  引  関  係  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
                            （当  中  間  期） （前  中  間  期） （前    期） 
（１）取得価額相当額                    ９２百万円         ８８百万円     ８８百万円 
   減価償却累計額相当額                 ８１百万円         ６４百万円     ７２百万円  
   中間期末(期末)残高相当額               １０百万円         ２３百万円     １５百万円 
   上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」です。 
（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 １年内     ５百万円          １６百万円     １０百万円 
                       １年超     ５百万円           ６百万円      ４百万円 
                       合 計     １０百万円          ２３百万円     １５百万円 
（３）支払リース料（減価償却費相当額）            ８百万円          １０百万円     １８百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。 
（５）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっています。 
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 有 価 証 券 関 係  
１．時価のある有価証券                                    （単位：百万円） 

区    分 
当  中  間  期 

（平成16年9月30日現在） 

前  中  間  期 

（平成15年9月30日現在） 

前      期 

（平成16年3月31日現在） 

（１）満期保有目

的の債券 

中間連結
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
中間連結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額 
連結貸借
対照表計
上額 

時 価 差 額 

社 債 10 10 0 10 10 0 10 10 0

計 10 10 0 10 10 0 10 10 0

（２）その他有価証

券 
取得原価

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表計
上額 

差 額 

株 式 2,332 5,680 3,348 1,939 5,336 3,397 1,879 6,049 4,169

その他 363 375 11 353 356 3 363 391 28

計 2,695 6,055 3,359 2,292 5,692 3,400 2,243 6,440 4,197

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格です。なお、前中間連結会計期間において23百万円減損処理を行ってい

ます。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券                             （単位：百万円） 

 当  中  間  期 

(平成16年9月30日現在) 

前  中  間  期 

(平成15年9月30日現在) 

前          期 

(平成16年3月31日現在) 

 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券    
非上場株式(店頭売買株

式を除く) 
４０３ ４０３ ４０３

政府短期証券等 ３，１９９ １０３ ２，９９９

計 ３，６０２ ５０６ ３，４０３

 

 

 

 

 

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引  

当中間連結会計期間末、前中間連結会計期間末および前連結会計年度末の市場取引以外の取引として、金利スワップ取引

がありますが、ヘッジ会計の要件を満たす特例処理を適用しているため、注記の対象外としました。 


